
第 6 章 基幹システム構想策定における留意点と実践ノウハウ 

基幹システム、特に ERP の構想策定は、単なる技術的な計画立案に留まりません。それ

は、企業の未来を形作る戦略的なプロセスであり、多くの関係者を巻き込む一大プロジェ

クトです。本章では、この構想策定フェーズを成功に導くための実践的なノウハウと、見

落とされがちな重要ポイントについて解説します。 

 

6.1 ステークホルダーマネジメントの極意：ERP 導入を成功させる組織変革 

ERP 導入は、組織全体に影響を及ぼす組織変革です。この変革を成功させるために

は、プロジェクトに関わるすべての関係者（ステークホルダー）を理解し、適切に管理

するステークホルダーマネジメントが不可欠です。 

 

6.1.1 経営層、事業部門、IT 部門との連携 

ERP 導入プロジェクトの成否は、主要なステークホルダー間の連携にかかっていま

す。それぞれの立場を理解し、役割を明確にすることが重要です。 

• 経営層: 

1. 役割: プロジェクトの目的とビジョンを明確にし、全社的なコミット

メントを確保します。予算とリソースの最終的な承認者です。 

2. 連携の極意: 経営層には、なぜ ERP が必要なのか、導入することでど

のような経営的価値が生まれるのかを明確に伝えます。投資対効果

（ROI）や、市場での競争優位性といったビジネスインパクトを具体的

に示すことが、彼らの理解と支援を得るための鍵となります。定期的

な進捗報告と、意思決定が必要な際の迅速な判断を仰ぎます。 

• 事業部門（業務部門）: 

1. 役割: 実際の業務要件を定義し、新しい業務プロセス（To-Be）の設計

を主導します。彼らは新システムの最も重要なエンドユーザーです。 

2. 連携の極意: 彼らの意見を十分に傾聴し、プロジェクトに主体的に参

加してもらうことが重要です。要件定義ワークショップの開催や、

PoC（概念実証）を通じて、彼らが新システムを「自分たちのもの」

と感じられるようにします。業務プロセスがどう変わるのか、その結

果としてどのようなメリットがあるのかを具体的に説明し、不安や抵

抗感を軽減します。 

• IT 部門: 

1. 役割: システムの技術的な側面を管理し、ベンダーとの連携を主導し

ます。アーキテクチャ設計、セキュリティ、データ移行など、技術的

な要件を定義します。 



2. 連携の極意: IT 部門は、プロジェクトの技術的な実現可能性を評価する

重要な役割を担います。事業部門の要求と、技術的な制約の間の橋渡

し役となります。IT 部門が主導するのではなく、事業部門のビジネス

要件を尊重し、それを技術的に実現するためのパートナーとして振る

舞うことが、スムーズな連携の鍵となります。 

 

6.1.2 コミュニケーション戦略と合意形成 

ステークホルダー間の円滑な連携は、計画的で効果的なコミュニケーションなしに

は実現しません。 

• 目的: 常にすべての関係者が同じ情報、同じ認識を共有できるようにするこ

と。 

• 主要なコミュニケーションツール: 

o プロジェクトキックオフ: プロジェクトの目的、スコープ、体制を全

社に周知し、関係者のコミットメントを得るためのイベントです。 

o 定期的な進捗報告会: プロジェクトチームから経営層やステアリング

コミッティ（運営委員会）へ、進捗、課題、リスクなどを定期的に報

告します。 

o ニュースレター/イントラネット: プロジェクトの進捗や成功事例、メ

ンバーの紹介などを定期的に発信し、社内の関心を維持します。 

o ワークショップ: 特定の業務プロセスや課題について、関係者が集ま

り、議論し、合意を形成します。 

• 合意形成のポイント: 

o オープンな議論: 議論の場を設け、異なる意見や懸念事項をオープン

に話し合える雰囲気を作ります。 

o 意思決定プロセスの明確化: 誰が、どのようなプロセスで最終的な決

定を下すかを事前に定めておきます。これにより、議論が堂々巡りに

なることを防ぎます。 

o 文書化: 議論内容、決定事項、アクションプランをすべて文書化し、

関係者間で共有します。 

 

6.1.3 チェンジマネジメント 

ERP 導入は、既存の業務プロセスや組織文化に大きな変化をもたらします。この変

化を円滑に進めるための活動がチェンジマネジメントです。 

• 目的: 従業員の不安や抵抗感を和らげ、新しい業務プロセスやシステムへの移

行をスムーズにすること。 

• チェンジマネジメントのステップ: 



o 変革の必要性の認知: 経営層から「なぜこの変革が必要なのか」を明

確に、繰り返し伝えます。 

o 変革への欲望: 従業員が新しいシステムを導入することにメリットを

感じられるよう、具体的な効果を伝えます。 

o 知識の習得: 新しい業務プロセスやシステムの操作方法を学ぶための

研修やマニュアルを提供します。 

o 能力の獲得: 研修や OJT を通じて、従業員が実際に新しいシステムを

使いこなせるよう支援します。 

o 定着: 新しい業務プロセスが組織に定着するよう、継続的なサポート

と改善活動を行います。 

 

6.2 ERP ベンダー選定とパートナーシップ 

ERP パッケージの選定は、プロジェクトの成否を左右する重要な決断です。ベンダー

は単なるシステムの提供者ではなく、プロジェクトを成功に導くための戦略的パートナ

ーです。 

 

6.2.1 RFP（提案依頼書）作成のポイント 

RFP は、ベンダーに提案を依頼するための最も重要な文書です。効果的な RFP を作

成することが、適切なベンダーを選定するための第一歩となります。 

• RFP に含めるべき内容: 

o プロジェクトの背景と目的: なぜ ERP を導入するのか、どのようなビ

ジネス課題を解決したいのかを明確に記述します。 

o 業務要件と機能要件: 策定した業務要件、機能要件、非機能要件を詳

細に記述します。 

o 技術要件: サーバー、ネットワーク、セキュリティ、データ移行な

ど、技術的な要件を明確にします。 

o プロジェクト体制とスケジュール: プロジェクトの推進体制、全体ス

ケジュール、各フェーズの期間を提示します。 

o 提案内容のフォーマット: ベンダーに提出を求める提案書のフォーマ

ット（例：費用内訳、開発工数、導入体制など）を指定します。 

• ポイント: 

o 具体性: 要件を抽象的に記述するのではなく、できる限り具体的に記

述します。例えば、「業務効率化」ではなく「受注処理時間を 50%削

減する」といった具体的な目標を提示します。 

o 公平性: 特定のベンダーに有利な要件を含めないよう、公平な視点で

作成します。 



 

6.2.2 ベンダー評価と契約交渉 

ベンダーから提出された提案書は、以下の基準で評価します。 

• 機能要件への適合性: 

o 評価項目: RFP で提示した要件に対し、標準機能でどれだけ対応できる

か（Fit）、カスタマイズが必要な部分（Gap）はどれくらいかを評価

します。 

• 非機能要件への適合性: 

o 評価項目: パフォーマンス、可用性、セキュリティ、拡張性など、非

機能要件を満たしているかを評価します。 

• コスト: 

o 評価項目: TCO（総所有コスト）を比較し、初期費用だけでなく、長期

的なコストも考慮に入れます。 

• ベンダーの導入実績と専門性: 

o 評価項目: 自社と同業種・同規模の企業での導入実績、コンサルタン

トの専門性や経験を評価します。 

• 契約交渉のポイント: 

o スコープの明確化: 契約前に、プロジェクトの範囲（スコープ）を明

確に合意します。 

o SLA（サービス品質保証）: 稼働後のシステム稼働率、障害対応時間な

ど、ベンダーが提供するサービスの品質を明確にします。 

o 変更管理プロセス: プロジェクト中の要件変更をどのように管理し、

追加費用が発生するかを明確にします。 

 

6.2.3 共同での構想策定アプローチ 

最近では、RFP を厳密に作成する前に、ベンダーと共同で構想策定を行うアプロー

チも増えています。 

• 目的: ベンダーの専門的な知見を活用し、より現実的で革新的な構想を策定す

ること。 

• 進め方: 

o 共同ワークショップ: 複数ベンダーと共同でワークショップを開催

し、自社のビジネス課題や目標を共有します。 

o プロトタイプ開発: 短期間でシステムの簡易的なプロトタイプを開発

し、実際のユーザーに試してもらうことで、要件を具現化します。 

o PoC（概念実証）: 特定の複雑な業務プロセスが、ベンダーのパッケー

ジで実現可能かを検証します。 



• このアプローチにより、ベンダーの強みを最大限に引き出し、より質の高い構

想策定が可能となります。 

 

6.3 セキュリティとコンプライアンスの組み込み：ERP システムの堅牢性 

基幹システムである ERP は、企業の最も重要なデータを扱います。そのため、構想策

定段階からセキュリティとコンプライアンスを組み込むことが不可欠です。 

 

6.3.1 DevSecOps の考え方 

従来の開発手法では、セキュリティは開発の最終段階でテストされることが一般的

でした。しかし、この方法では手戻りや脆弱性の見逃しが発生するリスクがありま

す。そこで、DevSecOps（Development, Security, and Operations）の考え方を導入し

ます。 

• 概要: 開発（Dev）、セキュリティ（Sec）、運用（Ops）を統合し、プロジェ

クトの最初から最後まで、セキュリティを継続的に考慮するアプローチです。 

• 実践ノウハウ: 

o 要件定義: セキュリティ要件（例：アクセス制御、データの暗号化、

監査ログ）を、機能要件と並行して定義します。 

o 設計: セキュリティを考慮したシステムアーキテクチャを設計しま

す。 

o 開発: セキュリティに関するコーディングルールを定め、開発段階で

脆弱性をチェックするツールを導入します。 

o 運用: 稼働後も継続的に脆弱性診断やセキュリティパッチの適用を行

います。 

 

6.3.2 法規制（個人情報保護法、GDPR など）への対応 

企業が扱うデータには、様々な法規制が適用されます。ERP システムは、これらの

法規制を遵守できるコンプライアンスを確保する必要があります。 

• 主要な法規制: 

o 個人情報保護法: 顧客や従業員の個人情報を適切に管理・保護するた

めの法律です。 

o GDPR（EU 一般データ保護規則）: EU 圏内の個人データ保護に関する

法律です。 

o 電子帳簿保存法: 請求書や領収書などの電子保存に関する法律です。 

• 実践ノウハウ: 

o 要件定義: 各法規制の要件を洗い出し、システムがその要件を満たせ

るかを定義します。 



o データ管理: 個人情報などの機密データは、アクセス権限を厳格に管

理し、暗号化して保存します。 

o ログ管理: 誰が、いつ、どのようなデータを操作したかを記録する監

査ログ機能を実装します。 

 

6.3.3 サイバーレジリエンスの確保 

サイバー攻撃は常に進化しており、完全に防ぐことは困難です。そこで、サイバー

レジリエンス（サイバー攻撃から回復する力）を確保することが重要です。 

• 目的: 攻撃を受けても、事業を継続し、迅速に回復できる能力を構築するこ

と。 

• 実践ノウハウ: 

o データバックアップとリカバリ: 定期的なバックアップと、障害発生

時のデータ復旧手順を確立します。 

o BCP（事業継続計画）: 災害やサイバー攻撃が発生した場合の業務継

続計画を策定し、訓練を行います。 

o セキュリティ監視: 侵入検知システム（IDS）やセキュリティ情報イベ

ント管理（SIEM）ツールを導入し、不正なアクセスや不審な動きを監

視します。 

 

6.4 構想策定フェーズでのアジャイルの活用：スモールスタートで ERP 導入を加速 

従来のウォーターフォール型開発では、要件定義に数ヶ月をかけ、すべての要件が固

まってから開発に進みます。しかし、市場や技術の変化が激しい現代では、このアプロ

ーチでは手戻りや陳腐化のリスクが高まります。そこで、アジャイルの考え方を構想策

定フェーズから取り入れることが有効です。 

 

6.4.1 ミニマムバイアブルプロダクト（MVP） 

アジャイルなアプローチでは、まず MVP（Minimum Viable Product: 最小限の実行

可能な製品）を定義します。 

• 目的: 最初に、顧客やビジネスに最小限の価値を提供できる機能を特定し、そ

れを迅速に構築・リリースすること。 

• ERP 導入における MVP: 

o 例: 全機能を一度に導入するのではなく、最も重要で、ROI が高い機能

（例：販売管理と財務会計）に絞って、まず稼働させます。 

• メリット: 

o 早期の価値提供: 早期にシステムを稼働させ、ビジネス上のメリット

を実感できます。 



o リスクの低減: 大規模なプロジェクトに比べ、予算超過やスケジュー

ル遅延のリスクを低減できます。 

o 学習と改善: 実際にシステムを利用することで、ユーザーからのフィ

ードバックを早期に得て、次のステップに活かせます。 

 

6.4.2 継続的なフィードバックと修正 

アジャイル開発では、短期間の反復（イテレーション）を繰り返し、その都度、ユ

ーザーからのフィードバックを収集します。 

• 実践ノウハウ: 

o デモ: 各イテレーションの最後に、完成した機能をユーザーにデモ

し、フィードバックをもらいます。 

o フィードバックの反映: ユーザーからのフィードバックは、次イテレ

ーションの開発計画に反映させます。 

• ERP 導入への応用: 

o ウォーターフォール型で構想策定を固め、開発フェーズでアジャイル

開発手法を導入するハイブリッド型が一般的です。 

o 構想策定フェーズにおいても、PoC やプロトタイプ開発を通じて、ユ

ーザーからのフィードバックを早期に得て、要件を修正していくこと

が重要です。 

 

6.4.3 仮説検証型アプローチ 

ERP 導入プロジェクトの初期段階では、すべての要件を明確にすることは困難で

す。そこで、仮説検証型アプローチを導入します。 

• 目的: ビジネス課題に対する解決策を「仮説」として立て、それを検証するサ

イクルを繰り返すことで、より確実性の高い構想を策定します。 

• 実践ノウハウ: 

o 仮説設定: 「リアルタイムな在庫情報を共有すれば、販売機会損失が

50%削減できるだろう」といった仮説を立てます。 

o 検証方法の設計: 仮説を検証するための PoC やプロトタイプ開発を計

画します。 

o 検証と評価: 実際に PoC を実施し、仮説が正しいかを検証します。 

o 構想の修正: 検証結果に基づき、構想を修正または見直します。 

• このアプローチにより、机上の空論ではない、現実的で効果的な構想を策定で

きます。 

 



6.5 構想策定後の継続的な進化と評価：ERP の価値を最大化する運用 

ERP 導入プロジェクトは、新システムが稼働した時点で終わりではありません。むし

ろ、そこからが ERP の価値を最大化するための新たなスタートです。 

 

6.5.1 指標に基づく効果測定 

ERP の価値を継続的に評価するためには、事前に設定した指標（KPI）に基づき、

効果を測定します。 

• 定量的 KPI: 

o 例: 月次決算の所要日数、在庫回転率、売上高人件費率、受注処理時

間など。 

• 定性的 KPI: 

o 例: 従業員の満足度、データの検索性、経営判断の迅速化など。 

• 実践ノウハウ: 

o 定期的な測定: 稼働後、3 ヶ月、6 ヶ月、1 年後といったタイミングで

KPI を測定し、目標値と比較します。 

o ギャップ分析: 目標値と実績値の間にギャップがある場合、その原因

を分析します。 

 

6.5.2 定期的なレビューと改善 

ERP の価値を維持・向上させるためには、定期的なレビューと改善活動が不可欠で

す。 

• レビューの目的: 

o システムが当初の目的を達成しているかを確認する。 

o 新たなビジネスニーズや課題を特定する。 

o 運用上の課題や改善点を洗い出す。 

• 実践ノウハウ: 

o レビュー体制: 各部門のキーユーザーや IT 担当者から成る「ERP 継続

改善委員会」などを設置します。 

o 改善活動の実施: レビューで洗い出された課題や改善点に対し、優先

順位を付けて改善活動を行います。例：レポート機能の追加、業務プ

ロセスの見直し、新たな機能モジュールの導入など。 

 

6.5.3 構想の柔軟な見直し 

ビジネス環境は常に変化しています。当初の構想が、数年後には陳腐化している可

能性もあります。 

• 実践ノウハウ: 



o 構想の定期的な見直し: 構想策定時に描いたロードマップを、数年お

きにレビューし、必要に応じて見直します。 

o 新たな技術の導入: AI、IoT、RPA などの新たな技術を ERP に組み込む

ことで、さらなる業務効率化やビジネス価値創出を目指します。 

o ベンダーとの連携: ベンダーが提供する新しい機能やサービスを積極

的に活用し、ERP の機能を常に最新の状態に保ちます。 

 

6.6 構想策定における実践事例と成功のポイント 

ここでは、実際の企業事例を基に、構想策定フェーズでの成功のポイントをさらに深

く掘り下げます。 

 

6.6.1 事例 1：国内製造業における段階的な ERP 導入 

• 課題: 既存の基幹システムが老朽化し、部門ごとにデータが散在していたため、

経営状況の全体像をリアルタイムに把握できない。 

• 構想策定アプローチ: 

o ステップ 1: まず、最も緊急性の高い財務会計と販売管理モジュールに絞

り、短期間での稼働を目指すロードマップを策定。これにより、月次決

算の早期化と売上データの可視化を達成。 

o ステップ 2: フェーズ 1 の成功を足がかりに、生産管理と在庫管理モジュ

ールを導入。これにより、受注から出荷までのプロセスを一元管理し、

生産計画の精度を向上させた。 

o ステップ 3: ERP に蓄積されたデータを活用するため、BI ツールを導入。

これにより、経営層はリアルタイムな売上や在庫状況をダッシュボード

で確認できるようになり、データドリブンな意思決定が可能になった。 

• 成功のポイント: 

o スモールスタート: 全てを一度に導入するのではなく、段階的に進める

ことで、組織の負荷を軽減し、成功体験を積み重ねることができた。 

o 早期の価値提供: 最初に導入したモジュールで早期に効果を出すこと

で、社内の ERP 導入に対する理解と協力を得ることができた。 

 

6.6.2 事例 2：国内サービス業におけるユーザー中心の構想策定 

• 課題: 既存システムが複雑で使いにくく、従業員の業務効率が低下していた。 

• 構想策定アプローチ: 

o ステップ 1: プロジェクトの初期段階から、各部門のキーユーザーを巻き

込み、ワークショップを繰り返し開催。新システムの理想的な操作性や

必要な機能を議論した。 



o ステップ 2: 複数の ERP ベンダーと共同でプロトタイプを開発。キーユ

ーザーに実際に操作してもらい、使いやすさを検証。 

o ステップ 3: ユーザーからのフィードバックを基に、ERP の標準機能で対

応できる範囲と、カスタマイズが必要な範囲を明確化。 

• 成功のポイント: 

o ユーザー主導: IT 部門やベンダーが主導するのではなく、ユーザーが主体

となって構想策定を進めたことで、導入後の利用定着率が向上した。 

o PoC の活用: プロトタイプを実際に操作することで、机上では気づきに

くい使いにくさや課題を事前に発見できた。 

 

6.7 構想策定フェーズでのリスクとその対策 

構想策定フェーズには、プロジェクト全体に影響を及ぼす重大なリスクが潜んでいま

す。これらを事前に把握し、対策を講じることが重要です。 

 

6.7.1 リスク 1：要件の肥大化（スコープクリープ） 

• 概要: 構想策定中に、次々と新たな要件が追加され、プロジェクトの範囲が拡大

すること。 

• リスク: スケジュール遅延、予算超過、品質低下。 

• 対策: 

o 厳格なスコープ管理: プロジェクトの目的と範囲を明確に定義し、文書

化します。 

o 変更管理プロセス: 要件変更の依頼を正式なプロセスで受け付け、その

影響（コスト、スケジュール）を評価します。 

o 優先順位付け: 必須要件、あれば良い要件、将来的な要件を明確に分類

します。 

 

6.7.2 リスク 2：ベンダーとの認識のズレ 

• 概要: 構想策定段階で、ベンダーと自社の間で、要件や期待値にズレが生じるこ

と。 

• リスク: 稼働後のシステムが期待を満たさない、手戻りによるコスト増。 

• 対策: 

o 詳細な RFP: 要件をできる限り具体的に記述した RFP を作成します。 

o PoC の活用: 重要な機能や複雑なプロセスについて、PoC を通じて実現

可能性を検証します。 

o 定期的なミーティング: ベンダーとの定例ミーティングを設け、常に認

識を合わせます。 



 

6.7.3 リスク 3：組織内の抵抗 

• 概要: 新しい業務プロセスやシステムに対する従業員の抵抗感。 

• リスク: システムの利用定着が進まない、業務効率が低下する。 

• 対策: 

o チェンジマネジメント: プロジェクトの初期段階からチェンジマネジメ

ント計画を立て、実行します。 

o コミュニケーション: 変更の理由とメリットを繰り返し伝えます。 

o 巻き込み: 従業員をプロジェクトに巻き込み、主体的に参加してもらい

ます。 

 

6.8 まとめ：基幹システム構想策定における最終チェックリスト 

構想策定フェーズを成功させるために、最後に以下のチェックリストを確認します。 

• ステークホルダーマネジメント: 

o 経営層のコミットメントは十分か？ 

o 事業部門のキーユーザーは、プロジェクトに主体的に参加しているか？ 

o 全員が同じ情報を共有するためのコミュニケーション戦略は確立されて

いるか？ 

• ベンダー選定: 

o RFP は、要件を具体的かつ網羅的に記述しているか？ 

o 複数のベンダーを多角的に評価し、最適なパートナーを選定している

か？ 

o 契約前に、スコープ、費用、SLA を明確に合意しているか？ 

• セキュリティとコンプライアンス: 

o セキュリティとコンプライアンスが、構想段階から考慮されているか？ 

o DevSecOps の考え方を取り入れているか？ 

• アジャイルの活用: 

o 短期での成果を目指す MVP を定義しているか？ 

o 構想段階で、PoC やプロトタイプを通じて仮説検証を行っているか？ 

• 継続的改善: 

o 稼働後の効果測定指標は明確か？ 

o 定期的なレビューと改善を行う体制は構築されているか？ 

• これらの項目を一つひとつクリアすることで、基幹システム構想は、机上の計画

ではなく、企業の未来を切り開くための強固な基盤となります。 


